
 

 

 
 
 
 

児童虐待の防止等に関する政策評価 
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児 童 虐 待 の 防 止 等 

【発生予防】 
１ 育児の孤立化
防止対策《厚生労
働省》<市町村> 
・ 乳児家庭全戸

訪問事業 
乳児のいる

全家庭を訪問
し、子育てに関
する情報提供、
母子の心身状
況の把握等を
実施[児童福祉
法(努力義務)] 

・ 養育支援訪問
事業 

乳児家庭全
戸訪問事業等
により養育支
援が必要と認
められた家庭
を訪問し、養育
が適切に行わ
れるよう相談、
指導等を実施
[児童福祉法
(努力義務)] 

・ 地域子育て支
援拠点事業 

乳児又は幼
児及びその保
護者が相互の
交流を行う場
所を開設して
子育てについ
ての相談等を
実施[児童福祉
法(努力義務)] 

２ 家庭・地域や学
校における取組
《文部科学省》<
市町村等> 
・ 訪問型家庭教

育相談体制充
実事業 

地域の子育
て経験者等が
学校等と連携
して家庭等を
訪問して支援
を実施 

３ 発生予防のた
めの広報・啓発
《法務省》<法務
局等> 
・ 子どもの人権

を含む各種啓
発活動を実施 
[人権教育・啓
発推進法] 

【早期発見】 
※ 児童虐待を受けたと思わ
れる児童を発見した者は児
童相談所又は市町村に速や
かに通告する義務[児童虐
待防止法] 
学校やその教職員、児童

福祉施設やその職員、病院
や医師等児童の福祉に業務
上関係のある団体や関係者
は児童虐待の早期発見に努
める義務[児童虐待防止法] 

１ 保育所における取組《厚
生労働省》<市町村等> 

 ・ 児童虐待を受けたと思
われる児童を発見した場
合は児童相談所又は市町
村に速やかに通告するよ
う指導[手引] 

２ 小・中学校における取組
《文部科学省》<都道府県教
委等> 
・ 児童虐待を受けたと思

われる児童を発見した場
合は、児童相談所又は市
町村に速やかに通告する
よう指導[通知] 
速やかな通告等のため

に、児童生徒に対する相
談等を行うスクールカウ
ンセラー等を配置し、学
校における被虐待児童へ
の対応等を整理した文部
科学省作成の研修教材を
活用 

３ 医療機関における取組
《厚生労働省》  
・ 虐待の問題を医療機関
が発見した場合には、速
やかに市町村や児童相談
所に通告されるよう（連
携）体制を整備[手引] 

４ 早期発見に係る広報・啓
発<国・都道府県等> 
・ 児童虐待に係る通告義
務等について広報・啓発
を実施[児童虐待防止法
(努力義務)] 

その一環として児童虐
待防止推進月間を推進<
内閣府、厚生労働省> 

５ 人権相談等の実施《法務
省》<法務局等> 
・ 法務局・地方法務局に
おいて「子どもの人権 110
番」、「子どもの人権 SOS
ミニレター」、「インター
ネット人権相談（SOS－e
メール）」を実施 

【早期対応から保護・支援】 
１ 児童相談所及び市町村における対応体制《厚生労働省》 

<都道府県・市町村> 
・ 平成 17 年度から、ⅰ）児童福祉司の配置基準は、人

口５～８万人当たり一人[児童福祉法施行令]、ⅱ）市町
村は児童虐待相談対応を開始し、人材の確保等の必要な
措置を講じ、都道府県等は担当者の研修など市町村への
支援を実施[児童福祉法] 

・ 児童相談所は、ⅰ）市町村に対する技術的援助や助言、
ⅱ）専門的な支援が必要なケースに対応、市町村は比較
的軽微なケースに対応することで、役割を分担[市町村
援助指針] 

２ 小・中学校における対応体制《文部科学省》<都道府県
教委等> 
・ いじめ、児童虐待などの課題に対し、社会福祉等の

専門的な知識・技術を用いて児童生徒の置かれた様々
な環境に働きかけて支援を実施するためのスクールソ
ーシャルワーカーを配置 

３ 安全確認の実施《厚生労働省》<都道府県・市町村> 
・ ⅰ）児童相談所は 48 時間以内に実施することが望ま

しい[運営指針](※)、ⅱ）市町村は状況に応じ速やかに
実施[市町村援助指針]。また、都道府県知事は、必要に
応じ立入調査、保護者等への出頭要求のほか、臨検又は
捜索を実施[児童虐待防止法] 

  ※ 厚生労働省は、平成 22年９月に都道府県等に対し、
安全確認は 48時間以内を原則とするよう通知 

４ 児童及び保護者に対する援助等《厚生労働省》<国・都
道府県等> 

 (1) 一時保護所の整備 
児童相談所は、児童の安全を確保するため、児童相談

所付設の一時保護所において保護を実施（原則２か月）
[児童福祉法] 

(2) 保護者に対する援助 
児童相談所及び市町村は、アセスメント（調査）を行

い援助指針（援助方針）を決定。児童相談所は援助指針
に基づき保護者のニーズに応じた支援、法に基づく指導
（行政処分）、勧告等を実施[児童福祉法及び児童虐待防
止法] 

(3) 児童相談所と児童養護施設等との連携等 
児童養護施設等に入所した児童に対する支援に際し、

児童相談所と施設とは十分連携を図ることとされ、児童
相談所は援助指針の提供等を実施[運営指針] 

(4) 死亡事例等の検証 
国及び地方公共団体は死亡事例等の重大事例につい

て分析、検証を実施[児童虐待防止法] 
(5) 社会的養護体制の整備 
ア 児童養護施設等の整備 
・ 児童を保護する必要があると認める場合、都道府

県等は、乳児院又は児童養護施設（軽度の情緒障害
を有する児童については情緒障害児短期治療施設）
への入所措置、里親への委託措置等を実施[児童福
祉法] 

・ 国は、施設の整備・小規模化、個別対応職員の配
置等を推進 

イ 里親委託の推進 
・ 都道府県等は里親登録及び里親への委託等を行っ

ており[児童福祉法]、国はこれを推進するために里
親支援機関事業を実施 

【関係機関の連携】《厚生労働省》<市町村等> 
要保護児童対策地域協議会：被虐待児童等の適切な保護・支援等を図るため関係機関等により構成され、実務者

会議(ケース進行管理等)、個別ケース検討会議(情報共有、役割分担決定等)等を開
催[児童福祉法(努力義務)] 

(注)１  《 》は関係府省、< >は実施主体、[ ]は根拠法令等である。なお、「手引」とは「子ども虐待対応の手引き」、「市町村援助指針」と

は「市町村児童家庭相談援助指針」、「運営指針」とは「児童相談所運営指針」のことである。 
２ 都道府県設置の福祉事務所も児童虐待の通告先とされているが、福祉事務所における対応体制がなく児童相談所で一元的に対応している

都道府県も多いことなどから、本政策評価においては福祉事務所における取組を評価の対象としなかったため、本体系図にも含めていない。 

図表①        児童虐待の防止等に関する政策の体系 
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図表② 児童相談所及び市町村における虐待対応件数の推移 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（注）１ 福祉行政報告例（厚生労働省）に基づき当省が作成した。 

２ 平成 22 年度は、宮城県、福島県及び仙台市の件数を除いたものである。 

 

 

 

 

図表③ 児童虐待による死亡児童数の推移 

 

（注）１ 厚生労働省の資料に基づき当省が作成した。 

 ２ 心中による死亡児童数は除いた件数である。 

３ 平成 16 年から 19年分については暦年、20年度分及び 21年度分については 

年度で集計した件数である。 
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図表④ 乳児家庭全戸訪問事業及び養育支援訪問事業の実施状況（平成 22年７月 
１日現在）                    （単位：市町村、％） 

区  分 
養育支援訪問事業 

計 
実施 未実施 

乳児家庭全戸訪問
事業 

実施 1,001(57.2) 560(32.0) 1,561(89.2) 

未実施 40( 2.3) 149( 8.5) 189(10.8) 

計 1,041(59.5) 709(40.5) 1,750( 100) 

（注） 厚生労働省の資料に基づき当省が作成した。    

 

図表⑤ 乳児家庭全戸訪問事業の訪問率（平成 21年度）      （単位：市町村、％） 

訪 問 率 30％台 40％台 50％台 60％台 70%台 80％台 90％台 100％ 計 

市町村数 

（割合） 

2 

(0.3) 

4 

(0.6) 

14 

(2.1) 

22 

(3.4) 

39 

(5.9) 

128 

(19.5) 

251 

(38.3) 

196 

(29.9) 

656 

(100) 

（注）１ 当省の調査結果による。 

２ ( )内は全体に占める割合である。 

３ 訪問率は、家庭訪問数／対象全家庭数で計算した。 

 

図表⑥ 平成 21年度から乳児家庭全戸訪問事業及び養育支援訪問事業を実施した 
20市町村における児童虐待相談対応件数の増減（20年度と 21年度を比較） 

（単位：市町村、％） 

区  分 増加 変化なし 減少 計 

０～３歳未満児童の児童虐待相談対応件数 6(30.0) 5(25.0) 9(45.0) 20(100) 

３～18歳未満児童の児童虐待相談対応件数 12(60.0) 3(15.0) 5(25.0) 20(100) 

 
３～学齢前児童の児童虐待相談対応件数 10(50.0) 3(15.0) 7(35.0) 20(100) 

就学後の児童の児童虐待相談対応件数 11(55.0) 3(15.0) 6(30.0) 20(100) 
（注）１ 当省の調査結果による。 

２ 地域子育て支援拠点事業を平成 20年度から 21年度にかけて引き続き実施している 
市町村について分析した。 

 
図表⑦ 被虐待者の年齢別児童虐待相談対応件数（児童相談所）  （単位：件、％） 

区分 
年度 

０～ 
３歳未満 

３歳～ 
学齢前児童 

小学生 中学生 
高校生 
・その他 

総 数 

平成 19 7,422(18.3) 9,727(23.9) 15,499(38.1) 5,889(14.5) 2,102(5.2) 40,639（100） 

    20 7,728(18.1) 10,211(23.9) 15,814(37.1) 6,261(14.7) 2,650(6.2) 42,664（100） 

    21 8,078(18.3) 10,477(23.7) 16,623(37.6) 6,501(14.7) 2,532(5.7) 44,211（100） 

（注）福祉行政報告例（厚生労働省）に基づき当省において作成した。 

 
図表⑧ 被虐待者の年齢別児童虐待相談対応件数（市町村）      （単位：件、％） 

区分 
年度 

０～ 
３歳未満 

３歳～ 
学齢前児童 

小学生 中学生 
高校生 
・その他 

総 数 

平成 19 10,744(21.5) 14,182(28.4) 17,854(35.8) 5,552(11.1) 1,563(3.1) 49,895（100） 

    20 11,451(21.9) 14,637(28.0) 18,723(35.8) 5,732(11.0) 1,739(3.3) 52,282（100） 

    21 12,280(21.7) 15,981(28.2) 20,268(35.8) 6,220(11.0) 1,857(3.3) 56,606（100） 

（注）福祉行政報告例（厚生労働省）に基づき当省において作成した。 

81(12.3) 
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図表⑨ 児童相談所における児童虐待事例の初期アセスメント段階と年度末 
現在での児童虐待の程度の比較 

（単位：か所、件、％） 

区 分 
児童相

談所数 

初期アセスメント段階と年度末現在での比較 
総件数 

改善 変化なし 悪化 

平成 19年度 31 1,746(66.5) 835(31.8) 45(1.7) 2,626(100) 

20年度 32 1,793(66.8) 850(31.7) 41(1.5) 2,684(100) 

21年度 33 2,171(70.9) 847(27.7) 44(1.4) 3,062(100) 

    （注）１ 当省の調査結果による。 

２ 児童相談所数は、調査対象 40児童相談所のうち、児童虐待の程度の比較が 

できた児童相談所数である。 

３ 総件数については、調査した児童相談所で平成 19年度から 21年度までに 

受け付けた児童虐待事例の中から、児童相談所ごとに各年度 100件（100件 

に満たない場合は全件）抽出した件数である。 

４ 事例として抽出したもののうち、改善状況が不明なものは除いている。 

 

 

図表⑩ 市町村における児童虐待事例の初期アセスメント段階と年度末時現 
在での児童虐待の程度の比較 

（単位：市町村、件、％） 

区 分 市町村数 
初期アセスメント段階と年度末現在での比較 

総件数 
改善 変化なし 悪化 

平成 19年度 28 711(53.3) 602(45.1) 22(1.6) 1,335(100) 

20年度 30 818(49.5) 793(47.9) 43(2.6) 1,654(100) 

21年度 34 810(44.0) 983(53.4) 48(2.6) 1,841(100) 

  （注）１ 当省の調査結果による。 

２ 市町村数は、調査対象 39市町村のうち、児童虐待の程度の比較ができた市町村 

数である。 

３ 総件数については、調査した市町村で平成 19年度から 21年度までに受け付けた 

児童虐待事例の中から、市町村ごとに各年度 100 件（100 件に満たない場合は全件）

抽出した数である。 

４ 事例として抽出したもののうち、改善状況が不明なものは除いている。 

 

図表⑪ 児童相談所における児童虐待事例の再発状況 
（単位：か所、件、％） 

区 分 児童相談所数 総件数 再発件数（再発率） 

平成 19年度 31 2,823(100) 269(9.5) 

20年度 31 2,974(100) 272(9.1) 

21年度 36 3,322(100) 166(5.0) 

（注）１ 当省の調査結果による。 

２ 児童相談所数は、調査対象 40児童相談所のうち再発状況が把握できた児童 

相談所数である。 

３ 総件数については、調査した児童相談所で平成 19年度から 21年度までに 

受け付けた児童虐待事例の中から、児童相談所ごとに各年度 100件（100件 

に満たない場合は全件）抽出した件数である。 

４ 再発件数は、当該年度に児童虐待相談を受け付け、平成 21年度末までに再 

発したものの件数である。また、事例として抽出したもののうち、再発状況が 

不明なものは除いている。 
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図表⑫ 市町村における児童虐待事例の再発状況 
（単位：市町村、件、％） 

区 分 市町村数 総件数 再発件数（再発率） 

平成 19年度 30 1,678(100) 70(4.2) 

20年度 31 2,015(100) 82(4.1) 

21年度 35 2,165(100) 80(3.7) 

（注）１ 当省の調査結果による。 

２ 市町村数は、調査対象 39市町村のうち再発状況が把握できた数である。 

３ 総件数については、調査した市町村で平成 19年度から 21年度までに受け付 

けた児童虐待事例の中から、市町村ごとに各年度 100件（100件に満たない場 

合は全件）抽出した数である。 

４ 再発件数は、当該年度に児童虐待相談を受け付け、平成 21年度末までに再発 

したものの件数である。また、事例として抽出したもののうち、再発状況が不明 

なものは除いている。 
 
 
 

図表⑬ 悪化事例の主な原因 
（単位：件、％） 

悪化の主な理由 児童相談所 市町村 計 

保護者が援助に拒否的である等保護
者の養育態度が改善されなかった 

78(70.3) 42(66.7) 120(69.0) 

アセスメントやそれに基づく援助が
不十分 

   16（14.4） 13(20.6) 29(16.7) 

その他（子どもの非行の悪化、宗教上
の考えの違いなど） 

   17（15.3） 8(12.7) 25(14.4) 

計 111( 100) 63( 100) 174( 100) 

（注）１ 当省の調査結果による（悪化事例件数は、平成 21年度末から遡って原則直近の５ 

事例を児童相談所及び市町村ごとに抽出）。 

２ 割合については、四捨五入による表記のため、合計が 100にならない場合がある。 
 
 

図表⑭ 再発事例の主な原因 

（単位：件、％） 

再発の主な理由 児童相談所 市町村 計 

状況が改善されたとして対応を終了等の判断をし

たものの、養育態度が改善されていなかった 
36(73.5) 13(59.1) 49(69.0) 

アセスメントやそれに基づく援助が不十

分 
7(14.3) 8(36.4) 15(21.1) 

その他（子どもの非行の悪化、宗教上の

考えの違いなど） 
6(12.2) 1( 4.5) 7( 9.9) 

計 49(100) 22(100) 71(100) 

（注）１ 当省の調査結果による（再発事例件数は、平成 21年度末から遡って原則直近の 

５事例を児童相談所及び市町村ごとに抽出）。 

２ 割合については、四捨五入による表記のため、合計が 100にならない場合がある。 
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図表⑮ 保護者に対する支援に困難を感じることはあるか 

   

 

 

 

 

 

 

 

 

（注）１ 当省の意識等調査結果による。 

２ 割合については、四捨五入による表記のため、合計が 100にならない場合が 

ある。 

 

図表⑯ 保護者に対する援助が困難と感じる理由（複数回答、主なもの） 
（単位：％） 

区   分 
児童福祉司 

(n=669) 

市町村担当者 

(n=1,188) 

虐待を認識しない保護者への対処など難しい事

例が少なくないから 
84.3 84.3 

人員配置に余裕がなく、保護者に対してきめ細

かなケアを行う時間がないから 
65.5 38.8 

保護者に対する指導プログラムが確立されてい

ないから 
48.4 54.2 

家族の再統合のためのプログラムが確立されて

いないから 
25.3 － 

人事異動が多く、継続的な対応が困難だから 17.2 18.0 

経験の長いベテランの者が少なく、相談できる

相手がいないから 
11.4 21.0 

    （注）当省の意識等調査結果による。 

 
図表⑰ 援助指針等決定時のアセスメントシートの利用状況と悪化率 

（平成 21年度） 
（単位：か所、市町村、％） 

アセスメントシートの

利用状況 

児童相談所 市町村 

児童相談所数 悪化率 市町村数 悪化率 

利 用 19 0.9 14 2.1 

未利用 14 2.1 20 3.0 

   （注）１ 当省の調査結果による。 

２ 児童相談所数及び市町村数は、アセスメントシートの利用状況及び悪化率の 

両方が把握できた機関の数である。 

 

 

 

    

ある 

97.4  

83.3 

どちらともいえない 

1.5  

13.9  

ない 

0.0  

2.3  

無回答 

1.2  

0.5  

児童福祉司 

総数(n=688) 

市町村担当者 

総数(n=1427) 

（％） 

   あなたは、児童虐待を行った保護者に対する支援に困難を感じることは      

  ありますか。当てはまる選択肢を一つお選びください。 
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図表⑱ 対応終了時のアセスメントシートの利用状況と再発率 
（平成 21年度） 

                     （単位：か所、市町村、％） 

アセスメントシートの
利用状況 

児童相談所 市町村 
児童相談所数 再発率 市町村数 再発率 

利 用 12 3.3 3 0.0 

未利用 24 5.8 32 4.2 

   （注）１ 当省の調査結果による。 
２ 児童相談所数及び市町村数は、アセスメントシートの利用状況及び再発率の 
両方が把握できた機関の数である。 

 
図表⑲ 要保護児童対策地域協議会会議未開催市町村と児童虐待相談対応件数 

（単位：市町村、％） 

区   分 合 計 

 

児童虐待相談対応件数 

１件以上 

10件未満 

10 件以上

50件未満 

50 件以上

100件未満 

100件以上 

「個」及び「実」未開催市町村数 13(100) 11(84.6)  2(15.4) 0(0.0) 0(0.0) 

「個」未開催市町村数 11(100) 10(90.9)  1( 9.1) 0(0.0) 0(0.0) 

「実」未開催市町村数 64(100) 45(70.3) 16(25.0) 2(3.1) 1(1.6) 

計 88 66 19 ２ １ 

   （注）１ 当省の調査結果による。 
      ２ 「個」は「個別ケース検討会議」、「実」は「実務者会議」を表す。 

 

図表⑳ 要対協における関係機関の連携（児童福祉司） 
 
 
 
 
 
 
 
 

 
（注）当省の意識等調査結果による。 

 

図表㉑ 要対協における連携が不十分な理由（児童福祉司） 
 
 
 
 
 
 
 

           

（注）当省の意識等調査結果による。 

要対協の構成 

機関等が不十分 

3.5  

要対協の各種 

会議の開催が低調 

38.9  

要対協の各種会議 

が形骸化している 

38.5  

情報を共有しや 

すい環境にない 

6.0  

都道府県単位の要対 

協が設置されていない 

0.4  

その他 

12.7  

無回答 

0.0  
総数

(n=283) 

（％） 

（上記問で「どちらかといえば不十分だと思う」又は「不十分だと思う」と回答された方に） 

 あなたは、なぜそう思ったのですか。特に当てはまると思う選択肢を一つお選びください。 

十分だと思う 

1.7  

どちらかといえば 

十分だと思う 

19.8  

どちらとも 

いえない 

27.5  

どちらかといえば 

不十分だと思う 

28.8  

不十分だ 

と思う 

13.5  

要対協は設置さ 

れておらず不明 

0.4  

無回答 

8.3  総数(n=688) 

（％） 

 あなたは、要対協における関係機関の連携は十分であると思いますか。当てはまる選択肢を一つ

お選びください。 


